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研究テーマ「南アジアにおける文学・社会運動・ジェンダー」 
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本拠点は、現代南アジアの構造変動に関する理解を、重層化・多元化・輻輳化する社会運

動の歴史・政治・社会学的分析と文学分析、およびジェンダー視角を軸として深めることを
目的とする。さらに、対象研究領域に関して、すでに東京外国語大学が所蔵する文献・史資
料群を充実させることを系統的、意識的に追及し、国内における文献拠点となることをめざ
す。 

本拠点の第 1 期（2010〜2014 年度）の研究活動を通じて、経済自由化・グローバル化に
ともなう現代インドにおける構造変動が、個人、家族、コミュニティ・レベルの人々の意識、
ジェンダー関係に劇的な変容をもたらしたこと、アイデンティティの複合性と可変性がさ
らに加速化していること、ならびに、インドを特徴づけている活性化された⺠主政治が、そ
れまで社会的周縁に位置づけられてきた諸集団の積極的な異議申し立てなしには理解でき
ないという事実が明らかになった。第 2 期（2015〜2021 年度）では、社会運動の諸相をと
くに、人的紐帯の変化、および、それらを支える情動や感性の側面に焦点をあてること、対
象地域をさらに、南アジア地域に拡大するとともに、中国・東南アジア・イスラーム地域な
どの他地域との比較研究を意識的に組織化し、理論化を主導することに重点的に取り組む。 

東京外国語大学は、ウルドゥー語・ヒンディー語・ベンガル語を中心に南アジアの諸言語
の教育、および南アジア地域研究に関して明治期以来の⻑い歴史を有し、世界的に活躍する
高度職業人ならびに日本における南アジア研究の中核を担う研究者を輩出してきた実績が
ある。また、国内有数の南アジア諸語文献・南アジア関連の文献・史料の所蔵を誇る。さら
には、海外の南アジア研究者との学術交流にも⻑い伝統がある。こうした特⻑を最大限に⽣
かしつつ、本拠点はさらに国内外の南アジア研究者のネットワークのハブとして共同研究
を組織するとともに、若手研究者の育成を重点的に行い、南アジア地域研究のレベルを明示
的に高めることをめざす。 
 
 
研究ユニット 1「輻輳する社会運動における実践と理論」 
研究ユニット 2「社会変動と文学」 
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Personal Protection Measures Adapted against Mosquitoes and People’s Attitudes 
toward Such Measures in Sri Lanka* 

Keiko SATO** 

Abstract 

The purpose of this study was to analyze the personal protection measures adopted against 

mosquitoes in Sri Lanka. Sri Lanka was a malaria-endemic country for a long time and, in this 

country, malaria had been a life-threatening condition. After striving to control malaria for more 

than 100 years, Sri Lanka became free from indigenous malaria. In 2016, the World Health 

Organization certified Sri Lanka as a malaria-free country. However, dengue fever became 

prevalent during this period, and more than 180,000 cases were reported in 2017. I 

hypothesized that the trends of vector-borne diseases and the personal protection measures 

adopted against mosquitoes are interrelated in Sri Lanka. The study methodology was as 

follows: (1) an analysis of the data on household ownership of mosquito nets from the 

Demographic and Health Survey, (2) a questionnaire-based survey in Colombo, and (3) a 

literature review on the mosquito control behaviors and attitudes of Sri Lankan people. Survey 

results revealed that mosquito coils and nets are the most common mosquito control measures 

adopted in Sri Lanka. These measures are effective against nocturnal mosquitoes, such as 

Anopheles. It is necessary to establish effective personal preventive measures against diurnal 

mosquitoes to control dengue fever as well. 
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スリランカは一度マラリア撲滅まで近づいたもののゼロ件の達成とはならなかったが、二

度目の機会は逃さずゼロを達成している。最初に撲滅まで近づいた時のマラリア対策と撲滅

を達成した時のマラリア対策とでは、違いがある。最初撲滅に近づいた頃のマラリア対策は

DDT の屋内散布を重視し、それに依存する形で国内一斉に屋内残留殺虫剤噴霧(Indoor 
residual spraying: IRS)を行っている。現在の IRS では、何種類かの殺虫剤をローテンションし、

流行地に限定して使用する等耐性蚊の出現を遅らせるための工夫をしている。また、媒介蚊

対策として殺虫剤だけでなく、紛争地を含めたマラリア流行地へ長期残効型防虫蚊帳

(Long-lasting insecticidal nets: LLINs)を UNICEF、WHO 等の国際機関や NGO 等と連携して配

布し、媒介蚊対策にもバリエーションができている。マラリア媒介蚊は夜間吸血性であるこ

とや、内戦下で IRS ができない場合の代わりとしても LLINs は効果的な防蚊対策となる。更

に、マラリアの早期発見・治療につなげるための Mobile Malaria Clinic の拡充7や Famer Field 
School8を始めとした 健康教育の強化も行うことで、マラリアゼロ達成へとつなげている

[WHO 2012:1-2, 9-22]。つまり、スリランカのマラリア対策は失敗から学び、多分野多機関連

携をしながら幅広くまた深みのある対策へと変化し、マラリアゼロを達成して撲滅国に認定

されている。 
一方で、蚊媒介性感染症の一つであるデング熱は年々増加し、2017 年には 186,101 件の感

染が報告され9 、現在スリランカで重要な健康課題の一つとなっている。1960 年代初めにデ

ング熱は血清学的に確認され、より重篤な症状を示すデング出血熱罹患も 1980 年代後半には

一定数みられるようになった10。2000 年以降、デング熱は増加し、都市から地方都市や地方

へと地域的にも拡大している[Tissera et al. 2016:106] 。2004 年のデング熱流行後、デング熱対

策に特化した専門組織(National Dengue Control Unit: NDCU)も設立されている。一方で、デン

グ熱の感染件数は増加しているが、以前と比較すると致死率は大幅に減少している11。この

                                                                                                                                                                   
2011年：124人、2012年：23人、2013年：0人、2014年：0人、2015年：0人、2016年 0人[Wijesundere et 
al. 2017:6]。 

7 Mobile Malaria Clinic (MMC) は内戦地や遠隔地に住む人々に無症状の人を含めてマラリア原虫検査を行い

マラリアの早期・発見治療に取り組んでいる[WHO 2012:17]。1994 年にスリランカ政府が WHO のマラリ

ア対策戦略(Global Malaria Control Strategy)を採用し、早期発見・適切な治療をより一層重視することにな

り、1998年から 1999年にかけて MMCを拡充している。MMCはスリランカのマラリアゼロ達成に大きく

貢献した対策の一つでもある [WHO, Regional Office for South-East Asia 2017:18,21] 。MMC は政府の病院

等と同等に検査・治療可能である上に、自宅からの移動距離は少ない(大体 60％の人が MMC まで 2km 以

内で、一番遠い人でも 7km) [Konradsen et al. 1999:304]。 
8 Famer Field School は、マラリア流行地でもある農村地帯で健康と農業の両面からベクターコントロールを

捉え、農民が主体的に健康と農業について学んだ [WHO 2012:17] 。 FFS は以前東南アジアで実施された

トップダウン方式が上手くいかず、国際連合食糧農業機関 (FAO) と連携機関で開発した

（http://www.fao.org/agriculture/ippm/programme/ffs-approach/en/ 閲覧日：2021 年 7 月 6 日）。スリランカで

は農業の専門知識・病害虫・殺虫剤耐性等について実践を通して学び、農業生産や環境改善と同時に健康

リスク最小限を目指す IPVM が FFS の形で実施された。 
9  Epidemiology Unit, Ministry of Health, Sri Lanka HP(Disease Surveillance, Trend, 2017) 

(http://www.epid.gov.lk/web/index.php?option=com_casesanddeaths&Itemid=448&lang=en# 閲覧日:2021 年 11 月

16 日) 
10 東南アジアでも南アジアでも 1989 年以前からデング熱はみられていたが、デング出血熱は東南アジアで

一般的だったものの、インド亜大陸では稀であった [Messar et al. 2002] 。 
11 デング熱致死率の推移：1989 年 9.8%, 1996 年 4.2%, 2017 年 0.24％。1989 年及び 1996 年の数値は[Kulatilaka  
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背景には、重症化したデング熱患者を治療する HDU (High Dependency Units) の設立や、適正

な治療のためのガイドライン策定等重症患者を対象として様々な取組を行っていることがあ

る。 
 マラリアを克服しているなら、政府の対策や経験もあり人々も基本的な防蚊対策はしてい

るはずである。しかし、なぜ一方は減少し、一方は増加してしまうのだろうか。マラリアに

は治療薬があるが、デング熱は特異的な治療薬は現在なく治療は対症療法である。デング熱

に特化したワクチンも 2021 年 11 月現在スリランカでは未承認である。また、媒介蚊の特性

も異なる。スリランカにおける主要なデング熱媒介蚊は人が行動する時間帯に活発に吸血す

る昼間吸血性12のネッタイシマカ(Aedes aegypti)であり、次いでヒトスジシマカ(Aedes 
albopictus)である[Senaratne 2013:21]。媒介蚊の特徴やデング熱の現状を考えれば、デング熱

発生及び伝播抑制には政府のみならず、地域・個人による媒介蚊排除と効果的な防蚊対策等

全体で取り組む必要があるだろう。     
人々が蚊媒介性感染症に関心を持ち、防蚊行動という行動へとつながり、更にそれが習慣

化されることは容易なことではない。実際スリランカのマラリア対策でも、1909 年に医務官

が「大多数の人々はマラリアに無関心のような態度とも言える」と記述しているように、人々

と協力してマラリア対策をするのは困難な時もあった[Meegama 2012]。しかし、Anti-Malaria 
Campaign(AMC)というマラリア対策専門機関を設立し、人々の啓蒙活動も多機関多分野連携

で実施してきた。マラリアに対する「無関心」から「関心」への変化があり、防蚊行動とい

う「行動変容」も起きているのではないかと考えられる。現在のスリランカの人々の防蚊行

動を複数の調査法から分析し、その結果から現在健康課題の一つとなっているデング熱予防

対策へ活かす提言を行うことを本調査の目的とする。 
先行研究では、KAP 調査13を中心にスリランカ各地で人々の防蚊行動に関する研究が実施

されているが、それらを統合的に考察する分析は見当たらない。従って、以下の３つの方法

を用いて個人の防蚊方法の現状とその変遷について論じる。調査方法は、①スリランカ政府

統計人口動態及び健康調査による蚊帳所有率の分析②スリランカで実施した小規模予備調査

③文献レビュー調査である。 
 

1. 人人口口動動態態及及びび健健康康調調査査（（Demographic and Health Survey））にによよるる蚊蚊帳帳所所有有率率14 

                                                                                                                                                                   
et al. 1998] 2017 年の数値は[Tissera et al. 2020]   

12 吸血のピークは午前 6 時から 10 時と午後 4 時～6 時である [Senaratne 2013:21] 。 
13 KAP 調査（Knowledge, Attitudes and Practice Survey）とは、主に健康増進や疾病の予防に関して、知識

(Knowledge)・態度（Attitude）・行動(Practice)の質的又は量的な情報を収集する（一般社団法人 日本国際

医療学会「国際保健用語集」KAP 調査）。 
14 スリランカ政府統計局 Digital Libraryには、1987 年、1993 年、2000 年、2006/2007 年、2016 年のデータが

ある(http://repo.statistics.gov.lk/handle/1/155 閲覧日:2021 年 11 月 17 日)。世帯蚊帳所有率（県別）の調査は 
2006/2007 年及び 2016 年のみであり、今回の調査では 2006/2007 年と 2016 年を分析している。2000 年の調

査では、蚊帳に関する世帯調査はないが、女性の防蚊状況に関する記述がある。都市部に住む女性の90％
以上、農村部の女性は74％以上で何らかの防蚊対策をしている。また、女性が蚊の脅威から家族を守るこ

とと学歴との関係を示唆している。 (女性の学歴ごとの防蚊対策の割合：No schooling (55.0%), 
Primary(66.3%), Secondary(前期中等教育 :76.5%), G.C.E. (O/L)(後期中等教育 :84.1%), G.C.E. (A/L) & 
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蚊帳は個人の防蚊として代表的な方法であり、マラリア対策の有力なツールでもある。マ

ラリア対策のため、AMC は 2005 年から 2007 年にかけてマラリア流行地で LLINs およそ 30
万枚を配布している[Fernando et al. 2008:1082]。財務・計画省政府統計局(Department of Census 
and Statistics, Ministry of Finance and Planning)の人口動勢及び健康調査(Demographic and Health 
Survey: DHS)2006/2007 及び 2016 のデータを基に地域性や変遷について分析する。 
人口動勢及び健康調査 2016 (Demographic and Health Survey 2016 Sri Lanka)によると、普通

の蚊帳か殺虫剤処理済蚊帳かを問わず、少なくとも一つは蚊帳を所有している世帯は全体の

68.5％である。蚊帳の所有率を都市部(59.5%)・農村部(72.4%)・プランテーション(26.2%)の区

分で比較すると、農村部は平均よりも高く、最も所有率が高い。特に、農村部は以前マラリ

アが流行していたこともあり、蚊帳の配布や重点的なマラリア対策が行われており、所有率

の高さに反映されている。県別では蚊帳所有率が最も高いのはポロンナルワ県(96.5%)、次に

クルネーガラ県(92.3%)、ハンバントータ県(87.8%)、キリノッチ県(84.1%)、トリンコマリー

県(83.3%)、アヌラーダプラ県(82.6%)である。最も低い蚊帳所有率は、ヌワラエリヤ県(30.2%)
であった（図１、表１）。ヌワラエリヤ県は、代表的なプランテーション地域であり、標高が

高く気温が低い特徴を持っているため、蚊が少なくマラリアもデング熱も非流行地域である。

2016 年の調査から、全体でみると蚊帳の所有率は 7 割弱であり、多くの世帯で蚊帳を所有し

ている。一方で、都市・農村・プランテーションの区分による差は大きく、農村部では所有

率が高い。県別の蚊帳所有率も地域による差がみられ、一番高い所有率の県は一番低い県の

3 倍の蚊帳所有率となっている。 
 
図 1  2006 年及び 2016 年の県別蚊帳所有率（世帯）15 

   
   
 
 
  
 
 
 
 
 
 
 
 
出典：DHS 2006/2007 及び同 2016 データより筆者グラフ作成 
                                                                                                                                                                   

higher(大学入学資格以上:91.6%))[Demographic and Health Survey 2000:56-57] 
15 内戦中のため、Demographic and Health Survey 2006/2007 には北部州のデータはない。 
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表１ 県別マラリア感染件数及び世帯別蚊帳所有率 

2005 2006 2007 2008 2009 2010 2011 2012 平均
(2005-12)

2006 2016 2006 2016

Colombo 14 1 0 6 8 7 0 0 4.50 57.6 57.5 -0.1 -6.2 -11.0
Gampaha 62 11 9 3 2 0 0 0 10.88 75.5 71.1 -4.4 11.7 2.6
Kalutara 3 2 2 0 0 0 0 0 0.88 57.1 69.3 12.2 -6.7 0.8
Kandy 17 6 4 3 9 1 0 0 5.00 50.0 49.7 -0.3 -13.8 -18.8
Matale 18 7 1 0 2 1 0 0 3.63 56.7 75.8 19.1 -7.1 7.3
Nuwara Eliya 0 0 0 2 0 0 0 0 0.25 22.8 30.2 7.4 -41.0 -38.3
Galle 0 0 0 10 1 0 0 0 1.38 69.5 72.4 2.9 5.7 3.9
Matara 10 8 1 6 0 0 0 0 3.13 65.6 76.5 10.9 1.8 8.0
Hambantota 6 28 2 4 88 90 13 2 29.13 76.7 87.8 11.1 12.9 19.3
Jaffna 24 3 0 4 12 5 1 4 6.63 - 45.8 - - -22.7
Mannar 4 1 1 48 29 100 23 1 25.88 - 62.0 - - -6.5
Vavuniya 74 84 17 72 41 72 24 3 48.38 - 63.8 - - -4.7
Mullaitive 5 0 1 46 120 178 43 8 50.13 - 69.2 - - 0.7
Kilinochchi 16 1 1 402 99 88 13 2 77.75 - 84.1 - - 15.6
Baticaloa 84 7 11 4 6 2 0 0 14.25 22.7 57.8 35.1 -41.1 -10.7
Ampara 74 9 7 4 6 10 0 0 13.75 61.9 72.4 10.5 -1.9 3.9
Trincomalee 286 74 90 19 11 6 2 1 61.13 59.6 83.3 23.7 -4.2 14.8
Kurunegala 258 247 12 8 6 3 0 0 66.75 83.6 92.3 8.7 19.8 23.8
Puttalam 102 11 8 6 4 5 0 0 17.00 76.2 74.3 -1.9 12.4 5.8
Anuradhapura 448 78 13 7 8 10 0 0 70.50 93.6 82.6 -11 29.8 14.1
Polonnaruwa 37 2 2 1 3 6 2 0 6.63 93.2 96.5 3.3 29.4 28.0
Badulla 5 2 3 3 2 3 0 0 2.25 42.0 45.6 3.6 -21.8 -22.9
Moneragala 17 1 6 4 97 96 3 2 28.25 63.2 78.6 15.4 -0.6 10.1
Ratnapura 22 4 7 3 2 1 0 0 4.88 54.2 64.7 10.5 -9.6 -3.8
Kegalle 6 4 1 5 2 0 0 0 2.25 57.9 62.8 4.9 -5.9 -5.7

North Central
Province

Uva Province

Sabaragamuwa
Province

Western
Province

Central
Province

Southern
Province

Nothern
Province

Eastern
Province

North Western
Province

Province District
マラリア感染件数

蚊帳所有
蚊帳所有率(%)

2006-16
の変化

全国平均との差

出典：MOH, AMC のデータ16及び DHS2006/2007, DHS2016 のデータより著者表作成 
 

DHS 2006/2007 では、蚊帳の種類を問わず少なくとも一つ以上の蚊帳を所有している世帯

は、全体の 63.8%であった。農村部の蚊帳所有率（67.8％）が最も高く、都市部（55.1%）、

プランテーション（15.8%）である。また、県別に比較すると、アヌラーダプラ県（93.6%）

が最も高く、ポロンナルワ県（93.2%）、クルネーガラ県（83.6%）、ハンバントータ県（76.7％）

と続いている。また、最も低かった県はバティカロア県（22.7％）で次いでヌワラエリヤ県

（22.8％）であった。 
 次に、DHS 2006/2007 と DHS 2016 のデータを比較し蚊帳の所有率変化について分析する。

DHS 2006/2007 と DHS 2016 は、10 年の間隔というだけでなく、マラリアゼロ達成（2012 年）

の前後でもある。マラリアゼロ達成後（DHS 2016）とマラリアゼロ達成前（DHS2006/2007）
の県別蚊帳所有率の差は平均 8.1 増加しており所有率は上昇している。更に西部州を中心と

                                                        
16 県別マラリア件数：2005 年は Epidemiology Unit, Ministry of Health, Sri Lanka の Quarterly Epidemiological 

Report Vol.46 No.1-4,の県別マラリア件数データより、2005 年 1 月～12 月のマラリア件数を集計した。 
 2006 年～2012 年は、AMC の Annual Report 2006～2012 のデータを使用。   
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したマラリア非流行県を除外すると平均 10.5 の増加となり、マラリア感染の多い東部州（ト

リンコマリー県・アンパラ県・バティカロア県）に絞ると平均 18.2 増加と大幅に変化し、世

帯の蚊帳所有率は増加している。特に、蚊帳所有率の変化が大きかったのはバティカロア県

（＋35.1）トリンコマリー県（＋23.7）である。一方で、マラリア流行地でもアヌラーダプラ

県の蚊帳所有率は 2016 年の方が低く、－11 と減少しているが、93.6%（DHS2006/2007）か

ら 82.6％（DHS2016）の減少であり、2016 年の値でも平均より高い。つまり、マラリア流行

地では 2016 年に達するまでに所有率が大幅に上昇しているか、2006 年時点で既に高い蚊帳

所有率で下がっても平均より高いかのどちらかである。 
DHS 2006/2007 には内戦の影響で北部州の蚊帳所有率データはなく、北部州の変化は分析

できなかった。DHS 2016 ではキリノッチ県の蚊帳所有率（84.1％）は北部州で最も高く、北

部州で最も低かったのはジャフナ県（46％）であった。Kannathasan らのジャフナ県でのマラ

リア高リスク地域及び低リスク地域の区分による調査では、高リスク地域で最も活用されて

いるのは蚊帳であり、低リスク地域では蚊取り線香であった。また、高リスク地域と低リス

ク地域では、媒介蚊生息地・マラリアの症状理解やマラリア疑い時の受診行動も異なり、高

リスク地域の方がマラリアに対して理解が深く、マラリアに適切に対応している 17 

[Kannathasan et al. 2008:235-238] 。従って、北部州で最も蚊帳の蚊帳所有率が低いジャフナ県

でも、県全体でなくマラリア高リスク地域に限定すれば、蚊帳活用等マラリアに適した対応

はできている。2016 年の蚊帳所有率と 2005 年のマラリア感染件数を地図化すると、マラリ

ア流行地をカバーするような形で特に蚊帳所有率も高い（図２、図３）。蚊帳所有率の変化も

合わせて考えれば、蚊帳は的確にマラリア流行地をカバーしているといえる。 
 
図２ 県別マラリア感染件数18（2005 年）  図３ 世帯蚊帳所有率（県別）2016 年 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
出典：註 18 のデータを QGIS で図筆者作成 出典：DHS 2016 データから QGIS で筆者作成 

                                                        
17 S.Kannathasan らの調査によると、マラリアの臨床症状を「知らない」と回答した人は高リスク地域:５％、

低リスク地域:41％であった。マラリアのような症状がみられた時、政府の病院を受診する人は高リスク

地域では 100％であったのに対し、低リスク地域では 12％ [Kannathasan et al. 2008] 。 
18 Epidemiology Unit, Ministry of Health, Sri Lanka の Quarterly Epidemiological Report Vol.46 No.1-4,の県別マラ

リア件数データより、2005 年 1 月～12 月のマラリア件数を集計し、地図化している。   

（件） （％） 
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以上より、内戦の影響がありマラリア流行地でもあった東部州では、マラリアゼロ達成前後

での蚊帳所有率の変化が最も大きく、蚊帳の所有率やその変遷からマラリア流行地や高リス

ク地域を中心としてマラリア対策を実施していたことが確認できる。スリランカではマラリ

ア撲滅に向けて様々なマラリア対策が多機関多分野連携として実施されたが、その中の一つ

である個人の防蚊対策をとりあげても特にマラリア高リスク地域を中心に蚊帳の普及が

2016 年までの間に進んでいる。こうした蚊帳の普及を含めた総合的な対策と、内戦終結等の

生活状況の変化等もありマラリアゼロへとつながったと推察される。 
 

2. ススリリラランンカカででのの小小規規模模予予備備調調査査 

 

個人の防蚊方法として蚊帳を含めた様々な防蚊方法がある中で、実際にスリランカの人々

はどのような防蚊方法を選択しているか、フィールド調査を元に考察する。 
スリランカで入手可能な防蚊商品は①蚊帳②蚊取り線香・液体蚊とり・煙③屋内殺虫剤④

忌避剤（オイル・スプレー・クリーム）である（写真１）。蚊取り線香には燻煙式渦巻き型や

電気式の液体蚊とりがあり、スリランカでも Mortein、Ninjya、Good Night 等数種類の蚊取り

線香や液体蚊取りがある。屋内殺虫剤も Mortein、Ninjya 等がある。忌避剤としては、自然の

成分であるシトロネラ19やニームオイル(インド栴檀油)のスプレー・クリーム・オイルや、デ

ィート等の薬品を用いたもの等多種多様である。 
 

写真１ 防蚊商品（筆者撮影） 

a)スーパーの防蚊商品棚   b)シトロネラオイル（一部）       c)DEET 配合20  
 
 
 
 
 
 
 

 

                                                        
19インドでは古くからシトロネラのオイルや葉を宗教的な儀式に使用していた。スリランカでは Heen Pangiri
と呼ばれ葉が狭く長く光っている Cymbopogon nardus と Maha Pangiri と呼ばれる葉が幅広く平らな

Cymbopogan winterianus の二種が重要である。Department of Export Agriculture, Ministry of Primary Industries 
Sri Lanka HP (https://www.deepl.com/ja/translator 閲覧日：2021 年 11 月 22 日)  

20 DEET: N,N-diethyl-m-toluamide 化学名はジエチルトルアミド。DEETはアメリカ軍が1946年に開発し、衛

生害虫（蚊・ノミ・イエダニ・ブユ・サシバエ・ツツガムシ等）に対する忌避剤として 1957 年から民間で

使用されている。 [独立行政法人農業環境技術研究所 農業と環境 No.103 2008 年 11 月 1 日 ] 
（http://www.naro.affrc.go.jp/archive/niaes/magazine/103/mgzn10308.html 閲覧日：2021 年 11 月 22 日） 
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特に現在健康課題の一つとなっているデング熱流行地である西部州コロンボ県において、

個人の防蚊行動に関する小規模予備調査を実施した。調査時期は 2017 年 3 月及び 5 月で合計

20 名へ質問紙調査を実施している。調査方法は、参加同意者に調査の目的・意義・調査後の

扱い等を口頭で説明後、無記名自記式質問表とし留置法で回収した。回答者は男性 13 名、女

性 7 名で年齢グループは 10 代：3 名、20 代：7 名、30 代：3 名、40 代：1 名、50 代：3 名、

60 歳以上：2 名、無回答：1 名であった。 
デング熱については、「知っている」及び「重要な健康課題である」と認識している人がほ

とんどであった（表２）。一方、デング熱に関する情報交換をしている人は 13 人、実際に対

策プログラムへ参加している人は 5 人のみであった。つまり、デング熱について大きな関心

を持っているものの、意外なことに実施されている対策プログラムへの参加は 4 分の 1 程度

と少ない。しかし、何か防蚊対策をしているかの問いには全員が何らかの防蚊対策を実施し

ていると回答している。 
 
表 2  

デング熱に対する意識と防蚊行動 はい(名) いいえ(名) 無回答（名） 

デング熱を知っている 19 1 
デング熱はスリランカで重要な健康課題である 18 2 
デング熱に関する情報を交換している 13 6 1 
デング熱対策プログラムに参加したことがある 5 15 
防蚊対策は必要だと思いますか 18 2 
防蚊対策を何かしていますか 20 0 
Roga Mardana Sahayaka21を知っていますか 11 8 1 
蚊帳をもっていますか 13 6 1 
 

                                                        
21 Roga Mardana Sahayaka:西部州で媒介蚊を増加させない取組の一つであり、支給された制服・帽子・身分

証明を携帯し、家庭訪問を行う。具体的には、媒介蚊の生息地になる場所が家庭内にないかの現状確認、

その後チェックリストの記入を行う。記入後のチェックリストはデング熱対策に使用している。 
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図 4 防蚊対策の手段（複数回答可）
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 また、使用されている防蚊方法としては蚊取り線香が一番多く、次いで蚊帳であった（図

４）。デング熱のような昼間吸血性の媒介蚊に適した防蚊方法であるオイルやスプレーの使用

は少なかった。一ヶ月に防蚊対策に使用する費用は、500 スリランカルピー（約 280 円：2021
年 11 月 27 日円換算レート使用）以下が多かった（図５）。 
 
図 5 一ヶ月に防蚊対策に使用する費用（Rs.） 

 
 
 
 
 
 
 
 
  
現状では既にデング熱に対する意識も高く、個人での防蚊行動をしている。一方で、防蚊

方法の手段に焦点をあてると、夜間吸血性22の蚊に有効な方法である蚊取り線香及び蚊帳の

使用が圧倒的に多い。デング熱の予防と人々の防蚊手段が合致していない。デング熱を媒介

しているネッタイシマカやヒトスジシマカ等の昼間吸血性の蚊には、長袖の着用・体や服へ

の防蚊スプレーやオイルの使用・網戸の使用及び媒介蚊の生息地の排除が効果的な対策であ

る。コロンボ県はマラリア非流行地であるが、以前はフィラリア症流行地で、現在はデング

熱の流行地である。地域で複数の蚊媒介性感染症の流行がある場合、防蚊対策は一つではな

く、人々がそれぞれの媒介蚊の生態や特徴を把握しそれぞれに合致する防蚊対策を意識する

                                                        
22 スリランカでマラリア原虫の主要な媒介蚊であるAnopheles culicifaciesの吸血ピーク時間帯についてDewit
は 20：00～23：00 とし、Ramasamy らは 18:00～23:00 の間としている [Konradsen et al., 2000:24] 。また、

リンパ系フィラリア症の主要な媒介蚊であるネッタイイエカも夜間吸血性の蚊である [WHO 2013:13] 。 
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必要がある。また、人々の意識向上のため、特に地域性を意識した健康教育を実施していく

ことも必要である。  
次に「個人」及び「地域/近隣」という視点で考察する。全員が個人での防蚊対策は実施し

ているが、デング熱対策プログラムへの参加になると参加経験者は全体の 1/4 になってしま

う。また、デング熱に関する情報交換をしている人は 65％に留まり、政府が実施している

Roga Mardana Sahayaka の認識も 55％で高いとはいえない。日々の防蚊対策で誰が主要な役割

を果たすべきかという複数回答可の質問には、家族（16 名）次いで自分自身（5 名）が多く、

コミュニティとの回答はゼロであった。Gunasekara らのコロンボ県での調査では、自宅（建

物・庭）における蚊の繁殖場所を頻繁に確認しなければならないと大部分の人（86％）が思

う一方で、近隣の蚊繁殖場所も確認するという人は 57％に留まっている。近隣を確認しない

理由としては時間がないこと、隣人と争いとなること、必要ではないからが挙げられている

[Gunasekara et al. 2012:12]。Udayanga らがコロンボ県とキャンディ県でデング熱罹患歴有無の

区分で合計 4000 世帯に実施した調査では、多くの世帯でデング熱対策に責任を持つのは政府

と考えていた。また、過去にデング熱に罹患した世帯では、政府が対策に責任を持つべきと

の意見がより強かった。一方で、次に責任を持つべき組織としてキャンディ県はデング熱罹

患歴の有無に関わらずコミュニティと回答しており、コロンボ県はデング熱罹患歴に関係な

く NGO と回答し、コミュニティと回答した人は非常に少なかった（デング熱罹患経験者：

１％、デング熱経験無：7.1％）[Udayanga et al. 2018-1:7-9]。 
個人での防蚊対策は重要であり、質問紙調査や先行研究からスリランカでは既に何らかの

個人の防蚊対策は実施されている。ただ、蚊の生息場所と考えれば周囲と連携しながらコミ

ュニティレベルで防蚊対策を考えることが必要であり、スリランカの場合現時点では近隣あ

るいは地域連携まで到達してるとはいえない。以上より、個人での防蚊行動は定着している

ものの、デング熱に合致した防蚊行動や防蚊対策の連携等の課題もみられた。本結果を踏ま

え、スリランカの人々の防蚊方法や意識をより広範囲にまた経時的・地域的視点も含めて考

察する。 
 

3．．ススリリラランンカカににおおけけるる個個人人のの防防蚊蚊方方法法とと意意識識にに関関すするる文文献献レレビビュューー 

 

 文献レビューには、検索データベース Pubmed(MEDLINE)及び ingenta connect を用いた。（検

索日：2020 年 2 月 23 日）特に、デング熱と人々の防蚊行動に着目し、マラリア件数とデン

グ熱件数が逆転した年でデング熱の流行年でもあった 2004 年を始点とし、検索日までを文献

検索の対象とした。検索語は①Sri Lanka, mosquito, attitude ②Sri Lanka, KAP ③Sri Lanka, 
mosquito prevention ④Sri Lanka, dengue, prevention ⑤Sri Lanka, mosquito, repellent ⑥Sri Lanka, 
mosquito, net ⑦Sri Lanka, mosquito, coil ⑧Sri Lanka, mosquito, bite である。更に、スリランカ

の 5 学術誌（①Ceylon Medical Journal②Sri Lankan Journal of Infectious Disease③Galle Medical 
Journal④Jaffna Medical Journal⑤Anuradhapura Medical Journal）及び General Sir John Kotelawala 
Defence University (KDU) Library E-Repository を加えオンラインで文献を収集した。学術誌及
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び KDU Libruary はスリランカで発行されているため、検索語から Sri Lanka を除外し同様に

検索を行った。  
 

3.1 論論文文のの採採択択基基準準 

本研究の目的であるスリランカの人々の実際の防蚊行動や意識を明確にするため、論文は

以下の採択基準とする。 
 １）スリランカ国内での調査 
 ２）防蚊方法・行動・意識に関し詳細な記載のあるインタビュー又は質問紙調査 
 ３）論文の種類は原著・資料・短報 
 ４）英語論文 
 データベース等を用いて抽出された論文は Pubmed（202 件）、Ingenta Connect（12 件）、学

術誌 152 件（Ceylon Medical journal：32 件、Sri Lankan Journal of Infectious Disease：79 件、Galle 
Medical Journal：16 件、Jaffna Medical Journal：8 件、Anuradhapura Medical Journal：17 件）、

KDU Library E-Repository：16 件で、合計 382 件であった。 
まず、１次スクリーニングにおいて検索された文献のタイトルと抄録を精査し、重複文献

及び採択基準に合致しない論文を除外した。タイトル及び抄録では判断のつかない文献は１

次スクリーニングでは除外せず、２次スクリーニングで本文を精査した。抽出された 382 件

の内、重複文献(144 件)を除外し、238 件を１次スクリーニングの対象とした。1 次スクリー

ニングの結果 184 件が除外され、54 件を 2 次スクリーニングの対象とした。本文を精査後非

対象の44件を除き、最終的な本調査の対象文献は10件となった（図６）[Gunathilaka et al. 2016] 
[Kirkby et al. 2012] [Gunasekara et al. 2012] [Disanayaka et al. 2018] [Udayanga et al. 2018-1] 
[Udayanga et al. 2018-2] [Kannathasan et al. 2008] [Surendran et al. 2007] [Jayalath et al. 2018] 
[Kumanan et al. 2018]。 
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図 6 論文採択フローチャート 

 
出典：筆者作成 

 
各研究の対象調査地域は、西部州コロンボ県・中央州キャンディ県・東部州トリンコマリ

ー県・北部州ジャフナ県及びマナー県の５県である。研究の対象者としては、世帯・病院等

の施設の来所者・地域の人々等の個人である。調査方法は、インタビュー形式又は面談者が

回答を記入する方法と自記式質問紙調査で回収する方法である。２つのグループ（①過去デ

ング熱罹患者が出た世帯②デング熱の出ていない世帯）に分類し、防蚊方法を対比させた研

究や[Udayanga et al. 2018-1]、マラリアの高リスク地域と低リスク地域の防蚊方法を比較した

研究のように[Kannathasan et al. 2008]、対象者を２分類にして比較する研究もある。本節では、

スリランカの人々が実際に行っている防蚊行動に着目し、個人が実施している防蚊方法につ

いて論じる。具体的には、①防蚊方法として用いる手段（経時的分析・地域間分析）②地域

での防蚊対策に対する意識③防蚊行動の主体である。 
 

3.2  個個人人のの防防蚊蚊方方法法 

スリランカの人々が個人で行っている防蚊方法として最も活用されている方法と２番目に

活用されている方法を表３に示す。 
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表 3 対象文献の概要及び防蚊手段（最も多い方法と２番目に活用している防蚊法）23 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
出典：各文献より筆者表作成 
 

 最も活用されている防蚊方法は「蚊取り線香」及び「蚊帳」であり、佐藤の実施した質問

紙調査と同様の結果であった。二番目の方法は「蚊帳」が多いが、「総合的方法」・「扇風機」・

「防蚊剤」もみられた。以上より、規模を拡げ文献レビューで分析しても、スリランカの人々

は夜間吸血性の蚊に適した蚊帳と蚊取り線香を主な防蚊法として活用している。 

                                                        
23 *1 int: Interview survey インタビュー又は面談者による記入方式の方法で調査された研究 
*2 Q’re: Questionnaire survey 質問紙調査で実施された研究 

文献
番号

調査者（代表者） 調査年 全体数 男 女 調査法 複数
回答

一番多い
方法

％
２番目の
方法

％

2012 540(世帯) 1260 1185 蚊帳 74.4 総合的方法 10.7

2012 900(世帯) 1932 1927 蚊帳 59.3 総合的方法 15.9

2 Katherine Kirkby 2011 300(世帯） 215 85 int ✓

3 Gunasekara TDCP 
2005-
2006

349(人) 163 186 int ✓ 蚊帳 71.6 防蚊オイル 40.7

4 Disanayaka KMSDK 2016 312(人) 104 208 int

Kandy デング熱罹患 1000（世帯） 608 392 蚊取り線香 63.4 扇風機 33.1

Kandy デング熱無し 1000（世帯） 903 97 蚊取り線香 72.3 蚊帳 62.8

Colombo デング熱罹患 1000（世帯） 586 414 蚊取り線香 84.5 蚊帳 32.5

Colombo デング熱無し 1000（世帯） 883 117 蚊取り線香 78.2 蚊帳 72.2
マラリア高リ
スク地域

106(世帯) - - 蚊帳 59.0 煙 19.0

マラリア低リ
スク地域

51(世帯) - - 蚊取り線香 59.0 蚊帳 18.0

7 Surendran S.N 2007 154(世帯) - - Q're 蚊取り線香 76.8 蚊帳 11.6

8 Thilak Jayalath 2015 500(人） 146 354 Q're ✓ 蚊帳 53.4 防蚊剤 40.6

9 T Kumanan 2017 200(人） 121 79 Q're 蚊帳 46.0 蚊取り線香 34.0

Akurana 200(世帯) - - 蚊取り線香 69.0 蚊帳 54.5

KMC 200(世帯) - - 蚊取り線香 81.0 蚊帳 52.0
Gangawata
Korale

200(世帯) - - 蚊帳 68.5 蚊取り線香 62.5

Kundasale 200(世帯) - - 蚊取り線香 70.5 蚊帳 63.5

Gampola 200(世帯) - - 蚊取り線香 78.5 蚊帳 75.5

int

Q're2

✓

✓

S.Kannathasan6 2007 Jaffna

10 Lahiru Udayanga

Jaffna

Kandy

Jaffna

2016 Kandy

20175 Lahiru Udayanga int

場所（県）

Mannar

Trincomalee

Mannar

Colombo

Colombo

蚊帳(30.7%), 蚊帳＋清掃（44.7%）,
蚊帳＋清掃＋蚊取り線香（18.7%）

蚊帳と扇風機

Nayana Gunathilaka 1 int*1
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 スリランカの個人の防蚊法として一般的な防蚊方法が明らかになったが、より蚊媒介性感

染症と防蚊方法との関係を考察するため、Udayanga らのデング熱罹患歴の有無で比較した研

究（文献番号 5）[Udayanga et al. 2018-1]をとりあげる。Udayanga らの調査では、コロンボ県

でもキャンディ県でもデング熱罹患歴の有無により防蚊法が異なっている24。防蚊対策「な

し」と回答した世帯はデング熱罹患歴の有無に関わらず極めて少数である（キャンディ県：

デング熱罹患世帯：1.7％、デング熱非罹患世帯：1.6％、コロンボ県 デング熱罹患世帯：0.5％、

デング熱非罹患世帯：0％）。大多数の人は何らかの個人の防蚊対策をしており、デング熱罹

患歴の有無で大きな差はない（図７）。しかし、どちらの県でもデング熱罹患歴有り世帯では

「網戸活用」と「窓を閉める」と回答した割合が少ない。 
 
図 7 デング熱罹患世帯と非罹患世帯の防蚊対策 

 
出典：[Udayanga et al. 2018-1:10-11] Table5 のデータより筆者グラフ作成 

 
 デング熱のようにネッタイシマカやヒトスジシマカ等昼間吸血性の蚊が媒介する場合、網

戸の活用や窓を閉める対策は有効である。デング熱非罹患歴世帯は罹患歴のある世帯よりデ

ング熱予防に適した防蚊行動をとっている。更に、デング熱罹患歴がある世帯では防蚊方法

として蚊取り線香/煙に集中しているが、罹患歴のない世帯では蚊取り線香/煙と共に蚊帳の

活用も多い[Udayanga et al. 2018-1:9-11]。以上より、デング熱対策には昼間吸血性の蚊に適し

た防蚊行動及び複数の防蚊方法の活用が重要だと考える。防蚊方法として何をどう選択する

かは家屋・世帯の経済の状況等も影響してくると思われるが、昼間吸血性の蚊に適した行動

を知り意識することで窓を閉める等、より効果的な防蚊行動につながるのではないだろうか。

                                                        
24 Udayanga らは防蚊法について、デング熱罹患歴あり世帯とデング熱罹患歴無し世帯で独立性のχ２検定を

実施し、コロンボ県でもキャンディ県でも有意差が認められている（コロンボ県：χ2 = 15.509, df = 7, P = 

0.03、キャンディ県：χ2 = 16.622, df = 7, P = 0.02）[Udayanga et al. 2018-1:9] 。 
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次に最も活用されている防蚊方法を経時的・地理的に考察する。 
 

3.2.1  最最もも活活用用さされれてていいるる防防蚊蚊方方法法のの経経時時的的分分析析 

 表４は、文献を調査順に並べたものである。文献の内、調査年から文献リストの中央に位

置する時点でもあり、マラリア国内感染件数ゼロ達成前後でもある 2012 年を区切りとし、そ

の前後で最も活用されている防蚊方法について経時的に分析する。 
 
表 4 最も活用されている防蚊法（調査年順） 

文献No. 調査年 全体数 複数
回答

一番多い方法 ％

3 2005-6 349(人) ✓ 蚊帳 71.6
マラリア高リスク地域 106(世帯) 蚊帳 59.0
マラリア低リスク地域 51(世帯) 蚊取り線香 59.0

7 2007 154(世帯) 蚊取り線香 76.8
2 2011 300(世帯） ✓

2012 540(世帯) 蚊帳 74.4
2012 900(世帯) 蚊帳 59.3

8 2015 500(人） ✓ 蚊帳 53.4
4 2016 312(人)

Akurana 200(世帯) 蚊取り線香 69.0
KMC 200(世帯) 蚊取り線香 81.0
Gangawata Korale 200(世帯) 蚊帳 68.5
Kundasale 200(世帯) 蚊取り線香 70.5
Gampola 200(世帯) 蚊取り線香 78.5

Kandy デング熱罹患 1000（世帯） 蚊取り線香 63.4
Kandy デング熱無し 1000（世帯） 蚊取り線香 72.3
Colombo デング熱罹患 1000（世帯） 蚊取り線香 84.5
Colombo デング熱無し 1000（世帯） 蚊取り線香 78.2

9 2017 200(人） 蚊帳 46.0

2013以降

場所（県）

2012以前

Colombo

6 2007 Jaffna

Kandy

Jaffna
Mannar 蚊帳＋清掃（44.7%）

1
Mannar

Trincomalee

5 2017 ✓

Jaffna

蚊帳と扇風機

10 2016 Kandy ✓

Colombo

 
出典：各文献より筆者表作成 

 
 表４より、最も活用されている防蚊法として、2012 年以前は蚊帳が多く、2013 年以降は蚊

取り線香が多い傾向にある。12 年間の幅があるものの、人々の防蚊行動は主として蚊帳や蚊

取り線香に頼りがちである。 
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3.2.2  

5

  

3,4,5 /  

 1,2 

 6,7,9 /   

 1 

 5,8,10 

Gunasekara
[Gunasekara et al. 2012:15]  

(Boralesgamuwa) 2013 2015
8  

8 CMC 2013 2015  

1) 2013 2)2015

Office of the provincial director of Health Service 25   

25 Office of the provincial director of Health Service HP download Dengue   
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  図 8 の色塗りがボラレスガムア地域である。コロンボ県内で比較すると、ボラレスガムア

は人口が少なく、デング熱感染件数も比較的少ない。防蚊オイルの使用等デング熱に適した

防蚊法が活用されていることから、デング熱に関する知識もあるのではないかと考える。実

際、Gunasekara らの KAP 調査では、デング熱媒介蚊が昼に吸血する昼間吸血性であると回答

した割合は 84.8％と高く、デング熱になったら病院で受診するとの回答は 97.7％であった

[Gunasekara et al. 2012:13,15]。デング熱に対し適切な対応に関する知識や防蚊に対する意識が

ある。  
 マナー県で実施された調査は 2 件である。Gunathilaka らの調査では、最も活用されている

防蚊方法は蚊帳であり、74.4％が使用している。一方で蚊取り線香の占める割合は少なく

2.96％だった[Gunathilaka et al. 2016:6]。Kirkby らの研究では、対象世帯の 94％が少なくとも

1 つ以上蚊帳を所有しており、その中の 51.4％が LLINs であった。蚊帳所有世帯の中で防蚊

方法として、蚊帳のみ使用している世帯は 30.7％、蚊帳と周辺清掃をしている世帯は 44.7％、

蚊帳・周辺清掃・蚊取り線香で対策している世帯は 18.7％であった。つまり、蚊帳を防蚊対

策の基本として使用し、更に多くの人達が蚊帳に追加して他の防蚊方法も実施している。蚊

帳は一般的に使用されているが、調査世帯全体の 28.3％の世帯では日々の蚊帳使用ではなく

媒介蚊が増加する時期のみ使用している[Kirkby et al. 2012:113]。マナー県内２調査から、マ

ナー県では、蚊帳の使用が防蚊対策として一般的であり、LLINs を含む蚊帳の所有率が高い

ことからも、マラリア向けの対策が浸透していることがわかる。しかし、蚊帳を重点的に使

用している現状では、デング熱対策としては個人の防蚊方法は充分とはいえない。MOH に

よると 2 マナー県では 2003 年に 1 件26だったデング熱件数が 2010 年には 568 件、2014 年以

降は常に 3 桁を記録している27。従って、今後はデング熱対策のためにも、蚊帳以外の方法

も取り入れていく必要がある。 
 ジャフナ県での研究は 3 件である。Surendren らの研究によると、蚊取り線香が広く一般的

に使用される防蚊方法で（76.8％）、蚊取り線香と蚊帳の併用者（およそ 38％）もいる。蚊取

り線香の製品では Mortein○Rが多く（86％）、個人的な防蚊対策に１ヶ月あたり 100～200 スリ

ランカンルピー28を支出する人が一番多かった（61％）[Surendran et al. 2007:184]。 Kannathasan
の研究では、マラリア高リスク地域で一番活用されている防蚊方法は蚊帳（59％）であるが、

低リスク地域では蚊取り線香（59％）であった[Kannathasan et al. 2008:235]。マラリア高リス

ク地域と低リスク地域で個人の防蚊方法が異なっている。その背景にマラリア高リスク地域

では、マラリア対策やマラリアに対する健康教育が浸透し、蚊帳の活用率も高いことが考え

られる。 Kumanan らの調査では、人々はデング熱対策の防蚊法としてあまり適していない

蚊帳（46％）と蚊取り線香（34％）を使用し、夜間に防蚊対策していると論じている[Kumanan 
                                                                                                                                                                   
（http://healthdept.wp.gov.lk/web/?page_id=27 閲覧日：2021 年 10 月 3 日） 

26 Quarterly Epidemiological Report Volume 45 1st Quarter January - March 2004, Epidemiological Unit, MOH 
http://www.epid.gov.lk/web/attachments/article/186/Volume%2045%201st%20qtr%202004.pdf 

Table 2: Distribution of cases and deaths due to Dengue Fever/DHF by District, 2003 p17  
27 各年の県別デング熱件数は Epidekiological Unit,MOH の HP Disease Surveillance の Trends, Dengue から確認。

（http://www.epid.gov.lk/web/index.php?option=com_casesanddeaths&Itemid=448&lang=en 閲覧日：2021 年 11
月 24 日） 

28 当時 0.97USD～1.94USD にあたる金額[Surendran S.N. 2007] 。 
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et al. 2018:130-131]。 
  トリンコマリー県で調査した研究は、Gunathilaka らの研究 1件である。個人の防蚊法では、

蚊帳（59.3%）が一番多く、次に統合的な方法（15.9%）を活用している [Gunathilaka et al. 2016:6]。
トリンコマリー県も以前はマラリア流行地であり、蚊帳の使用が浸透している。一方で、デ

ング熱は 2003 年に 7 件 23であったのが 2017 年以降は毎年 1000 件以上の感染件数 24となっ

ている。従って、今後は昼間吸血性の蚊が媒介するデング熱にも合わせた防蚊方法の活用が

トリンコマリー県でも必要である。 
 キャンディ県で調査された研究は、3 件である。デング熱罹患歴の有無による比較や

[Udayanga et al. 2018-1]、病院の外来での調査[Jayalath et al. 2018]、県内 5 地域での調査

[Udayanga et al. 2018-2]である。病院外来での調査では、他の 2 文献と異なり蚊帳を最も活用

し（53.4%）、次に防蚊剤の使用（40.6％）であった[Jayalath et al. 2018:80]。残りの 2 文献では

個人の防蚊方法として最も活用されている方法は蚊取り線香が最も多く、蚊帳は二番目に多

い方法であった。Udayanga らが県内 5 地域で実施した調査では、Gangawata Korale 以外の 4
地域では蚊取り線香を最も使用し、次に蚊帳を使用している。この 4 地域の中で蚊取り線香

の割合は異なっており、キャンディ県の中心地であるキャンディ市(Kandy Municipal Council: 
KMC)では、蚊取り線香の使用により比重をおいている（蚊取り線香：81.0%、蚊帳：52.0％）

が、Gampola では、蚊取り線香と蚊帳ではあまり差がみられない（蚊取り線香：78.5%、蚊

帳：75.5％）[Udayanga et al. 2018-2:9]。同じ県内でも防蚊法に少し違いがみられる。また、デ

ング熱罹患歴の有無やジャフナ県のマラリアリスク地域での防蚊方法に違いがみられること

と合わせれば、県より小さい区分や感染状況等より細かい区分での現状把握とそのデータに

基づく地域住民への健康教育も考えることが重要である。 
 地域別で比較した結果から、防蚊法として様々な選択肢がある中で、スリランカの人々は

主に蚊帳や蚊取り線香という夜間吸血性の媒介蚊に適した防蚊行動をしている。また、かつ

てマラリアの流行地域であった場所では主に蚊帳が活用され、それ以外の地域では主に蚊取

り線香が活用されている。マラリア対策を通して防蚊行動は身についているが、マラリアの

媒介蚊に適した防蚊行動であったことから、今後は蚊の特徴を知り、媒介蚊の違いを意識し

た防蚊行動への変換が必要である。蚊の特徴と防蚊方法が合致していなければ、例え防蚊行

動を実施していても効果は限定的である。デング熱の流行地となっている場所には、デング

熱媒介蚊の種類とその特徴に関する知識と適切な防蚊行動が必要である。かつてのマラリア

流行地域で現在デング熱感染が増加している地域では、現在の防蚊方法に加えてデング熱対

策に適した忌避剤の使用等も必要である。 
 

3.3 地地域域ででのの防防蚊蚊対対策策にに対対すするる意意識識 

 Disanayaka らの調査では、回答者の多くが家屋内清掃に力をいれており（74％）、自分の庭

の清掃も大多数の人 （々89％）は行う一方で、公的な場所への関心は薄い（19％）[Disanayaka 
et al. 2017:4]。蚊の生息場所は家のみではなく移動もすることから、近隣や公的な場所にも関

心を持つことが重要である。政府の対策では蚊の調査をし、蚊の繁殖地となりうる場所が放
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29

Gampola, 87
KMC, 59.5%

[Udayanga et al. 2018-2:8] KMC

75.7 57.6
85.5 64.5 30[Udayanga et al. 2018-1:7-9]

NDCU  

29 Prevention pf Mosquito Breeding Act, No.11 of 2007. 
6 8.(2)  

30 Udayanga

2=4.709, df=2, P=0.03 2=4.217, df=2, P=0.03 [Udayanga et al. 2018-1:7-9]  
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3.4  

Jayalath
66

2.2 [Jayalath et al. 2018:82]

Udayanga

[Udayanga et al. 2018-1:7-9]

4  

WHO LLINs
IRS [WHO 2015 Global Technical 

Strategy for Malaria 2016-2030] LLINs
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での予防対策では、忌避剤の使用・肌の露出の少ない服装・網戸の使用等が推奨されている31。

スリランカでは気温が高いため、日常生活では肌露出の少ない服装は少なく、個人の防蚊方

法に関する一連の調査からは忌避剤の使用も多いとはいえない。従って、特に近年デング熱

が流行している地域では忌避剤の使用も含めた統合的な対策へと変える必要がある。媒介蚊

の特性に合わせた防蚊商品の選択が重要である。 
 また、現状では活用できていない地域での取組み強化もデング熱予防には必要である。デ

ング熱流行地は主に都市であり、人口規模が大きく元々横のつながりが地方より薄いことが

考えられる。従って、農村で実施したマラリア対策のように自発的な横のつながりの活用は

難しく、都市でのコミュニティでの取組みや意識改革等には手間と時間がかかると考えられ

る。しかし、デング熱予防薬や特定の治療薬がない現状では、個人の取組みと共に「横のつ

ながり」強化がデング熱予防の鍵となるのではないだろうか。スリランカはマラリア撲滅国

であり、人々は何らかの防蚊行動、特に夜間吸血性の蚊に適した防蚊行動を実践しているこ

とから、蚊媒介性感染症に関して一定の知識や理解がある。まず正しいデング熱の知識定着

を図り、特にマラリアやフィラリアとの媒介蚊による違いと防蚊での注意すべき点を正しく

人々に発信・教育・関心をもってもらうことが重要である。正しい知識の発信及び定着を図

るため、健康教育だけでなく人々の防蚊行動や意識の現状把握・改善・評価の定期的な実施

も必要である。個人に対する教育だけでなく地域という単位でも防蚊・蚊媒介性感染症に関

する学びの機会や議論の活発化が望ましい。個人や地域の意識を高めることで、デング熱対

策を政府だけではなく、自分事として捉えることで予防意識につながり、個人や地域の防蚊

行動が強化されることでデング熱減少につながるのではないだろうか。 
 かつてスリランカの灌漑開発に伴い、蚊の種類の変化や数の増減がみられたことがあった

[茂木 2006:64-66]。今後も開発や環境の変化等により蚊の発生も、蚊媒介性感染症の流行地

域変化の可能性も否定できない。従って、政府の対策としてデング熱やマラリアの媒介蚊に

関するサーベイランスを常に維持し、合わせて地域で適切な媒介蚊対策を個人・コミュニテ

ィで積極的に関わるような仕組み作りを強化することが社会や環境にも左右されない効果的

な対策へつながるのではないだろうか。最近では、行動科学に基づくナッジ32の医療面での

活用もされており33、人々の行動を踏まえて対策を検討する必要があるだろう。 
 本稿では、マラリア撲滅までのスリランカの道のりを辿るとともに、人々の個人的な防蚊

行動について論じ、分析からは多くの人がマラリア等の夜間吸血性の蚊に適した防蚊行動を

とっていることが明らかとなった。デング熱対策の視点からは、昼間吸血性の蚊に適した方

法と人々の防蚊行動の現状との乖離をいかに埋めるかが今後の課題である。本稿の分析では

スリランカの人々の防蚊行動に関しての現状を重点的に行っているため、人々の長期的な防

蚊行動分析や、マラリアを撲滅しデング熱が増加している他国との比較分析等も今後分析し

                                                        
31  Centers for Disease Control and Prevention (CDC) HP Dengue Prevent Mosquito Bites
（https://www.cdc.gov/dengue/prevention/prevent-mosquito-bites.html 閲覧日：2021 年 11 月 26 日） 

32 ナッジとは、強制ではなく人々に選択権があるが、例えば商品や項目の配置あるいは容器の形や大きさ

等を通して人々の行動に影響を与えることである[サンスティーン 2021:17-22]。 
33 がん検診で受診率向上のために活用される等の例にみられるように、人々の自立性は担保しつつ、デフ

ォルトの変更等の行動経済学的観点を踏まえた意思決定の支援が挙げられる[佐々木 2020:861-865]。 
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ていこうと考えている。 
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